
「定額給付金」「子育て応援特別手当」を装った"振り込め詐欺"にご注意ください!
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定額給付金
　住民の生活支援と地域の経済対策を目的とする事
　業で、財源はすべて国が負担し、給付事務は市町
　村が行います。

対象
　平成21年2月１日現在で、次のいずれかを満たす人
　①佐世保市の住民基本台帳に記録されている人
　②佐世保市の外国人登録原票に登録されている人
　　（不法滞在者・短期滞在者を除く）
給付額
　対象者1人につき1万2,000円。
　※平成21年2月１日現在で18歳以下の人と65歳以
　　上の人は1人につき2万円

冗定額給付金・させぼ振興券室　緯24-1111

定額給付金・子育て応援特別手当

平成21年2月臨時議会煙補正予算

国の平成20年度第二次補正予算に盛り込まれた
「定額給付金」と「子育て応援特別手当」を給付します。

対象に
なる人

には、

3月下
旬から

4月上
旬に

申請手
続きな

どを書
いた

通知を
、世帯

主あて
に

お送り
してい

ます。

　定額給付金を「地元佐世保の消費拡大」につなげ
るため、1万円で1万1,000円分の買い物ができる
「させぼ振興券」が販売されます。販売額は22億円。
プレミアム分となる2億円は国の交付金と市費で負
担します。ふるさと佐世保の景気浮揚のため、ぜひ
ご利用ください。

販売単位
　10,000円／1セット（500円券22枚=11,000円分）
　　1人当たり2セットまで購入できます。
　　（4人家族の場合、80,000円分購入可能）
販売開始日
　4月19日（日）予定

※販売場所など詳しくは新聞折り込み等でお知らせします。
※購入の際は「させぼ振興券購入引換証」を必ずお持ちください。

子育て応援特別手当
　多子家庭の幼児教育期の子育てを支援するため、
　今回限りの措置として、対象となる子どもがいる
　世帯の世帯主に手当を支給します。
　申請書は、住民票で対象児童が確認できる世帯の
　世帯主あてに通知しています。
対象
　次のいずれも満たす人（右図を参照）　
　①平成14年4月2日から同17年4月1日生まれで、　
　　第2子以降の子ども
　　※第2子の判定は、平成2年4月2日から同17年4月1日生
　　　まれの子どもの中から年齢順に数えます。
　②平成21年2月１日現在で、佐世保市の住民基本台
　　帳に記録されている人か、外国人登録原票に登
　　録されている人（不法滞在者・短期滞在者を除く）
支給額
　対象者1人につき3万6,000円

冗定額給付金・させぼ振興券室　緯24-1111
冗子ども支援課　緯24-1111

H14.4.2～H17.4.1
生まれの子ども

H2.4.2～H17.4.1
生まれの子ども

H17.4.2以降
生まれの子ども

1人1人目目 3人3人目目2人2人目目世帯世帯主主

世帯にいる子ども

祉
手当ての対象となる子ども

Bさん世帯
の場合

手当額 36,000円=36,000円×1人

H14.4.2～H17.4.1
生まれの子ども

H2.4.2～H17.4.1
生まれの子ども

H17.4.2以降
生まれの子ども

1人1人目目 4人4人目目3人3人目目2人2人目目世帯世帯主主

世帯にいる子ども

手当ての対象となる子ども

Aさん世帯
の場合

手当額 72,000円=36,000円×2人

祉 祉

◎子育て応援特別手当の支給例

お得な「させぼ振興券」!!
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定額給付金・子育て応援特別手当
などの補正予算が成立
2月19日に開かれた平成21年2月臨時議会で、経済対策に係る総額52億4,384万円
の一般会計補正予算などが上程され、審議後、同日に可決されました。

2月臨時議会提案理由の概要
　昨年来の世界的な金融・経済危機により、本市の
経済情勢も大変厳しい状況にあります。市内大手
企業の会社更生法適用や建設業、製造業、卸・小
売業などといった広範囲の業種で販売不振による
倒産件数が前年同期から大幅に増加するとともに、
雇用情勢についても有効求人倍率の低迷が依然と
して続いています。さらに国内外からの観光客が
減少し、経済波及効果の大きい観光産業に深刻な
影響を及ぼすなど、極めて厳しい状況が続いてい
ます。
　このような状況においては、国の経済対策に係
る諸施策も最大限に活用しつつ、地域活性化対策
や中小企業対策、生活者対策などを講じることに

より、市民の生活を守り、地域経済の下支えに努
める必要があると認識しています。
　今回の補正予算は、去る1月27日に成立した国の
平成20年度第2次補正予算に伴い、「地域活性化・生
活対策臨時交付金」を活用した「させぼ振興券発
行事業」をはじめとする経済・雇用対策事業費9億
6,300万円を計上するとともに、家計緊急支援対策
としての定額給付金給付事業費41億3,074万円、
子育て応援特別手当支給事業費1億5,010万円を計
上し、先の12月定例会の補正予算で議決をいただ
いた約2億4,000万円の安心安全・経済対策と合わ
せて、緊急対策を講じるものです。

一般会計補正予算の概要
補正予算額　52億4,384万円
主な事業

　 地域活性化・生活対策臨時交付金事業　　　9億4,500万円
　　①地域活性化事業　　　　　　　　　　　4億8,400万円
　　　　させぼ振興券発行事業費　　　　　　2億9,000万円
　　　　観光客誘致促進事業費　　　　　　　1億6,000万円
　　　　商店街支援事業費　　　　　　　　　3億3,400万円
　　②中小企業対策事業　　　　　　　　　　4億3,500万円
　　③生活者対策事業　　　　　　　　　　　3億2,600万円
　森林整備・林業等振興施設整備交付金事業　3億1,800万円
　定額給付金給付事業費　　　　　　　　　 41億3,074万円
　子育て応援特別手当支給事業費　　　　　　1億5,010万円
財源内訳

　国庫支出金給付事業費　　　　　　　　　 51億2,543万円
　県支出金商店街支援事費　　　　　　　　　3億1,800万円
　繰越金（市費）街　　事費　　　　　　　　　3億1億41万円

2月

臨時議
会


